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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

２ 平成16年３月中は、決算期変更により半期報告書を作成していないため記載しておりません。 

３ 決算期の変更により、平成16年３月期は、平成15年10月１日から平成16年３月31日までの６ヵ月間となって

おります。 

決算年月 平成16年３月中 平成17年３月中 平成18年３月中 平成16年３月 平成17年３月 

会計期間 
  

－ 
  

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
10月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高 (百万円) － 265,808 267,616 290,931 556,213 

経常利益 (百万円) － 15,134 20,717 22,330 38,102 

中間(当期)純利益 (百万円) － 7,627 10,411 10,341 19,168 

純資産額 (百万円) － 424,315 416,820 421,826 436,259 

総資産額 (百万円) － 685,286 701,827 691,559 712,644 

１株当たり純資産額 （円） － 1,207.31 1,238.89 1,200.10 1,241.08 

１株当たり中間(当期) 

純利益 
（円） － 21.70 30.18 29.30 54.31 

潜在株式調整後１株 

当たり中間(当期) 

純利益 

（円） － 20.99 29.00 28.20 52.34 

自己資本比率 （％） － 61.9 59.4 61.0 61.2 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) － 26,236 9,503 △14,994 41,100 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) － △11,028 △11,760 △6,702 △19,105 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) － △10,126 △12,980 △5,371 △10,135 

現金及び現金同等物の 

中間期末(期末)残高 
(百万円) － 46,528 38,067 41,547 53,305 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者

数］ 

（名） 
－ 

[－] 

9,050 

[3,343] 

8,455 

[2,543] 

9,245 

[3,298] 

8,558 

[3,183] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

２ 第68期中は、決算期変更により半期報告書を作成していないため記載しておりません。 

３ 決算期の変更により、平成16年３月期は、平成15年10月１日から平成16年３月31日までの６ヵ月間となって

おります。 

回次 第68期中 第69期中 第70期中 第68期 第69期 

会計期間 
  

－ 
  

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
10月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高 (百万円) － 235,705 235,602 262,527 495,302 

経常利益 (百万円) － 11,969 17,876 17,222 27,394 

中間(当期)純利益 (百万円) － 6,211 9,478 6,320 13,316 

資本金 (百万円) － 35,920 35,920 35,920 35,920 

発行済株式総数 （株） － 368,660,417 368,660,417 368,660,417 368,660,417 

純資産額 (百万円) － 380,528 367,630 379,441 388,023 

総資産額 (百万円) － 608,731 620,663 613,324 631,799 

１株当たり純資産額 （円） － 1,082.72 1,092.69 1,079.50 1,103.83 

１株当たり中間(当期) 

純利益 
（円） － 17.67 27.47 17.86 37.66 

潜在株式調整後１株 

当たり中間(当期) 

純利益 

（円） － 17.16 26.44 17.33 36.52 

１株当たり中間(年間) 

配当額 
（円） － － － 11.0 22.0 

自己資本比率 （％） － 62.5 59.2 61.9 61.4 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者

数］ 

（名） 
－ 

[－] 

1,268 

[417] 

870 

[147] 

1,406 

[464] 

1,100 

[388] 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、中間連結財務諸表提出会社及び関係会社（子会社22社及び関連会社３社）が営む事

業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であり、従業員数欄の［外書］は、臨時従業員の期中平均雇用者数（月間所定労働時間

  を基準に算出）です。 

２ 全社（共通）は、特定のセグメントに区分できない管理部門等の従業員数です。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であり、関係会社からの受入出向者のみとなっております。なお、グループ内の組織 

      改定にともなう就業会社変更等により、従業員数が前期末に比べ230名減少しております。 

２ 従業員数欄の［外書］は、臨時従業員の期中平均雇用者数（月間所定労働時間を基準に算出）です。 

(3）労働組合の状況 

 当グループには、日本サービス・流通労働組合連合に加盟するマルイグループユニオンがあります。 

 労使関係は円滑に推移しており、特記すべき事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

小売事業 5,207 [711] 

カード・金融事業 657 [197] 

小売関連サービス事業 2,486 [1,625] 

全社（共通） 105 [10] 

合計 8,455 [2,543] 

  平成17年９月30日現在

従業員数（名） 870 [147] 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間は、期初に策定した中期経営計画に基づき、グループ各社が一体となって、利益率の改善、

外部への事業拡大等、新たな課題に向けて積極的な取り組みを開始いたしました。 

 その結果、主力の小売事業が、改装した都心店舗や通信販売、紳士用品の高伸長と、商品荒利益率の上昇などに

より好調に推移し、また、消費者ローン利息収入も順調に拡大いたしました。これにより、営業利益は前年同期に

対して6,261百万円上回る44.7％増と高伸長し、増収増益となりました。当中間連結会計期間の連結業績は、売上高

は267,616百万円（前年同期比 0.7％増）、営業利益は20,268百万円（同 44.7％増）、経常利益は20,717百万円

（同 36.9％増）、中間純利益は10,411百万円（同 36.5％増）となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりです。 

（小売事業） 

 小売事業につきましては、新宿・渋谷・上野・横浜の都心主力店舗が改装効果で高伸長し、既存店の商品売上

高は前年同期比 0.6％増と好調な推移を示しました。また、平成15年10月に開店した「神戸マルイ」と、昨年２

月に開店した「北千住マルイ」も、前年を上回る好調な推移を続けております。 

 商品別では、紳士用品が前年同期比 7.0％増と当中間連結会計期間も引き続き好調に推移し、全体を牽引しま

した。とくに、お取引先とＳＣＭ（サプライチェーンマネジメント）の取り組みを積極的にすすめ、営業系新シ

ステムを効率よく活用し、ＪＡＮ（日本共通商品コード）による単品情報やＥＤＩ（電子データ交換）をベース

にした売場情報の共有をもとに、早い段階から当社固有のお客様のニーズに即した商品の企画、投入をタイムリ

ーに実施し、ポロシャツの大ヒットを生むなど、販売効率を高めることができました。 

 また、通信販売事業では、インターネット販売を拡大し、「ヴァーチャルストア」をはじめ、モバイルショッ

ピングを本格的にスタートさせるとともにＭＤ面の充実をはかるなど、新しい販売チャネルの拡充に取り組んだ

結果、新たな顧客層の開拓がすすみ、当中間連結会計期間の売上は前年同期比16％増と高伸長しました。 

 一方、荒利益につきましては、自社企画商品の拡大や、新営業系システム活用による販売効率の向上、値下高

の減少及び荒利益率の高い紳士用品、通販事業の高伸長などにより、当中間連結会計期間の商品荒利益率は

29.3％と、前年同期に対しては 0.9ポイント上昇しました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間の小売事業の売上高は205,178百万円（前年同期比 0.2％減）、営業利益は

7,782百万円（同 112.2％増）、営業利益率は 3.8％と大幅に上昇いたしました。 

（カード・金融事業） 

 カード・金融事業につきましては、「赤いカード」を中心としたお得意様づくりや、「ゼロファースト」の着

実な出店にともない、融資残高はほぼ計画どおり順調に増加しており、安定した推移を継続しております。ま

た、昨年末に設立した「マルイカード」「エムアールアイ債権回収」と合わせた３社体制も本格的に稼動し、事

業基盤の一層の強化に取り組んでまいりました。その結果、当中間連結会計期間の売上高は36,028百万円（前年

同期比 6.8％増）、営業利益は11,727百万円（同 19.5％増）となりました。 

（小売関連サービス事業） 

 小売関連サービス事業の主なものは、配送・宅配事業、広告・店舗内装事業、建物の保守・管理事業などです

が、小売に精通した丸井グループならではの独自のノウハウを活用し、大物宅配事業の拡大やＰＭ事業（商業施

設の企画運営事業）に参入するなど、付加価値の高い独自のサービスをさらに強化し、積極的な事業の拡大につ

とめてまいりました。なお、当中間連結会計期間の売上高は50,167百万円（前年同期比 0.5％減）、営業利益は

2,541百万円（同 0.8％減）となりました。 

なお、当中間連結会計期間において、従来の「クレジット・サービス事業」に含めていたサービス商品の取扱い

の一部などを「その他事業」に変更し、セグメント名称をそれぞれ「カード・金融事業」及び「小売関連サービス

事業」へ変更しております。これによる各セグメントの売上高及び営業利益に与える影響は軽微です。 



(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における「現金及び現金同等物の中間期末残高」は、前連結会計年度末に比べ15,238百万円

減少し、38,067百万円となりました。 

 営業活動によって得られたキャッシュ・フローは、前年同期に比べ16,733百万円減少し、9,503百万円となりまし

た。当中間連結会計期間は、税金等調整前中間純利益は17,171百万円（前年同期 12,829百万円）、減価償却費は

8,449百万円（同 8,881百万円）となり、一方、法人税等の支払額が12,130百万円（同 114百万円）となったほか、

営業貸付金の増加8,153百万円（同 17,636百万円）などがありました。 

 投資活動によって使用されたキャッシュ・フローは、前年同期に比べ732百万円増の11,760百万円となりました

が、これは主に、既存店舗の改装にともなう固定資産の取得による支出12,213百万円（前年同期 13,380百万円）な

どによるものです。 

 財務活動によって使用されたキャッシュ・フローは、前年同期に比べ2,854百万円増加し、12,980百万円となりま

した。これは、コマーシャル・ペーパーの増加額20,000百万円があった一方、自己株式の取得による支出25,248百

万円（前年同期 3百万円）や、配当金の支払7,731百万円（同 3,866百万円）などがあったことによるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産の状況 

 中間連結財務諸表提出会社及び関係会社において、該当事項はありません。 

(2）受注の状況 

 小売関連サービス事業の一部において受注による営業を行っており、当中間連結会計期間の受注額は8,426百万

円（前年同期比 102.6％）、当中間連結会計期間末の受注残高は180百万円（同 90.9％）です。 

 （注） 上記の金額には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

(3）販売の状況 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

２ 上記の金額は、外部顧客に対する売上高を示しております。 

３ 当中間連結会計期間より、「カード・金融事業」（従来の「クレジット・サービス事業」）に含めていたサ

ービス商品の取扱いの一部などを「小売関連サービス事業」（従来の「その他事業」）に変更しております

が、これによる各セグメントの売上高に与える影響は軽微です。 

(4）仕入の状況 

 当中間連結会計期間における小売事業の仕入実績は次のとおりです。 

 （注） 上記の金額には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

事業区分 金額（百万円） 前年同期比（％） 

小売事業     

 婦人用品 70,132 101.0 

 紳士・スポーツ用品 39,229 106.9 

 装飾雑貨 57,405 96.2 

 家庭用品 13,459 96.1 

 食品・レストラン 24,951 97.0 

小売事業計 205,178 99.8 

カード・金融事業 36,028 106.8 

小売関連サービス事業 26,409 99.5 

合計 267,616 100.7 

区分 金額（百万円） 前年同期比（％） 

婦人用品 49,922 100.1 

紳士・スポーツ用品 25,462 104.9 

装飾雑貨 37,828 99.3 

家庭用品 10,445 94.1 

食品・レストラン 21,416 96.7 

合計 145,076 99.7 



３【対処すべき課題】 

 当社グループは、引き続き中期経営計画に沿って、より一層の経営基盤の強化をはかるため、当中間連結会計期間

の好業績を踏まえて、この下半期に既存店の活性化や新カード関連の販促など、来期以降につながる施策を、当初の

計画を上回る規模で、積極的に実施してまいります。 

 その他、小売事業におきましては、自社商品の強化・拡大や荒利益率の改善に取り組み、収益体質の強化をはかる

とともに、丸井店舗外への専門店の出店をすすめてまいります。また、お取引先との協力体制をさらに強め、ＳＣＭ

の取り組み強化をはかって、当社のお客様のニーズに即した精度の高い商売を実現するとともに、当社独自のビジネ

スモデルの確立をめざしてまいります。 

 一方、業績が長期的に低迷している老朽化した店舗のスクラップにも積極的に取り組み、平成18年には藤沢店（神

奈川県）を閉鎖いたします。 

 また、カード・金融事業につきましては、平成18年３月から発行を開始する新カード、「エポスカード」の積極的

な拡大をはかり、小売事業との相乗効果を高めていくとともに、消費者ローンにつきましても、「ゼロファースト」

を中心に安定的な成長を実現してまいります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 特記すべき事項はありません。 

５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

（1）重要な設備計画の変更 

 前連結会計年度末における設備計画のうち、当中間連結会計期間に変更があったものは、次のとおりです。 

 （注）１ 当初の計画に比べ、投資予定額が1,700百万円増加しております。 

２ 上記の金額には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

（2）重要な設備計画の完了 

 前連結会計年度末における設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりです。 

  （注） 上記の金額には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 

投資予定額 

資金調達方法 着工年月 完成予定年月 
総額 

（百万円）
既支払額 
（百万円）

㈱丸井 各店改装工事 
小売事業 

カード・金融事業 
店舗内装 15,500 785 自己資金 平成17年４月 平成19年３月 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 
投資額 
（百万円） 

完了年月 

㈱丸井  各店改装工事 
小売事業 

カード・金融事業 
店舗内装 4,049 平成17年９月 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる旨を定款に定めております。 

②【発行済株式】 

 （注） 提出日現在発行数欄には、平成17年12月１日以降提出日現在までの新株予約権の行使（旧商法に基づき発行さ

れた転換社債の転換を含む。）により発行された株式数は含まれておりません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 1,400,000,000 

計 1,400,000,000 

種類 
中間会計期間末現在 
発行数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 368,660,417 368,660,417 
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 368,660,417 368,660,417 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

① 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権（ストックオプション）に関する事項は、次の

  とおりです。 

  平成17年６月29日定時株主総会決議 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 96,592 95,960 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

9,659,200株（注）１ 

（新株予約権１個あたりの目的と

なる株式の数は100株とする。） 

 9,596,000株（注）１ 

 （同左） 

  

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり1,678円（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年８月１日 

至 平成22年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円） 

新株の発行に代えて、当社が有す

る自己株式を代用するため、資本

への組入はない。 

同左 

新株予約権の行使の条件 

１ 新株予約権者は新株予約権の

権利行使時において、当社ま

たは当社子会社の取締役、監

査役、相談役、顧問または従

業員、もしくはマルイグルー

プユニオンまたは丸井健康保

険組合の役職員の地位にある

ことを要する。ただし、定年

退職、転籍その他当社取締役

会が正当な理由があると認め

た場合は、この限りではな

い。 

２ 新株予約権者が死亡した場合

は、相続人による相続を認め

る。 

３ 新株予約権の質入れその他の

処分は認めない。 

４ その他の条件については、定

時株主総会および取締役会決

議にもとづき、新株予約権割

当契約に定めるところによ

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、取締

役会の承認を要する。 
同左 



 （注）１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整する。ただし、この調

整は新株予約権のうち、当該時点において権利行使されていない新株予約権の目的たる株式の数についての

み行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率 

また、当社が合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準じて新株

予約権の目的たる株式の数を調整する必要が生じた場合にも、必要かつ合理的な範囲で、新株予約権の目的

たる株式の数は調整されるものとする。 

２ 新株予約権発行日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算

式により１株当たりの払込み金額（以下、「行使価額」という）を調整し、調整により生ずる１円未満の端

数は切り上げるものとする。 

また、新株予約権発行日後に、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新

株予約権の行使、平成14年４月１日改正前の旧商法に基づき発行された転換社債の転換によるものを除

く）、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除

した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替える

ものとする。 

また、新株予約権発行日後に、当社が合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他こ

れらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は調整され

るものとする。 

② 旧転換社債等に関する事項は、次のとおりです。 

 「第９回」無担保転換社債（平成８年９月24日発行） 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割または併合の比率

    
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

残高（百万円） 39,839 39,839 

転換価格（円） 2,153 2,153 

資本組入額（円） 1,077 1,077 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高    
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
 残高 
（百万円） 

平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日 
－ 368,660 － 35,920 － 91,273 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１ 当社は、自己株式32,213千株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。 

２ 当該株主は、個人株主のため、住所の記載を控えております。 

３ シュローダー投信投資顧問株式会社から平成17年10月14日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）に

より、平成17年９月30日現在で以下の株式を共同保有している旨の報告を受けましたが、当社として当中間

会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
中央区晴海1-8-11 36,826 9.99 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
港区浜松町2-11-3 30,027 8.14 

ザチェースマンハッタンバン

クエヌエイロンドン 

（常任代理人株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決

済業務室） 

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON 

EC2P 2HD,ENGLAND 

（中央区日本橋兜町6-7） 

13,305 3.61 

株式会社東京三菱銀行 千代田区丸の内2-7-1 8,297 2.25 

日本生命保険相互会社 千代田区丸の内1-6-6 7,156 1.94 

豊島興業株式会社 豊島区西池袋3-6-18 6,722 1.82 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口４） 
中央区晴海1-8-11 6,056 1.64 

青井不動産株式会社 渋谷区神南1-21-3 6,019 1.63 

青井 忠雄 （注）２ 5,612 1.52 

資産管理サービス信託銀行株

式会社（信託Ｂ口） 
中央区晴海1-8-12 5,570 1.51 

計 ― 125,594 34.07 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に 

対する所有株式数 

の割合（％） 

シュローダー投信投資顧問株式会社 千代田区丸の内1-11-1 14,135 3.83 

シュローダー・インベストメント・

マネージメント・リミテッド 

31 GRESHAM STREET,LONDON 

EC2V 7QA,ENGLAND 
5,188 1.41 

シュローダー・インベストメント・

マネージメント・ノースアメリカ・

リミテッド 

31 GRESHAM STREET,LONDON 

EC2V 7QA,ENGLAND 
3,089 0.84 

シュローダー・インベストメント・

マネージメント・(ホンコン)・ 

リミテッド 

19TH FLOOR,TWO EXCHANGE SQUARE 

8 CONNAUGHT PLACE,CENTRAL 

HONG KONG SAR 

46 0.01 

シュローダー・インベストメント・

マネージメント・(シンガポール)・

リミテッド  

OCBC CENTRE 

65 CHULIA STREET,SINGAPORE 049513 
19 0.01 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、1,700株（議決権の数 17 個） 

含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式 32,213,700 
－ － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

336,271,700 
3,362,717 － 

単元未満株式 普通株式  175,017 － － 

発行済株式総数 368,660,417 － － 

総株主の議決権 － 3,362,717 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社丸井 
中野区中野4-3-2 32,213,700 － 32,213,700 8.74 

計 － 32,213,700 － 32,213,700 8.74 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,459 1,523 1,527 1,650 1,829 1,945 

最低（円） 1,295 1,315 1,460 1,492 1,615 1,790 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円) 
構成比
（％）

金額（百万円) 
構成比
（％）

金額（百万円) 
構成比
（％）

(資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１ 現金及び預金     46,528     38,067     53,305   

２ 受取手形及び売掛金 ※１   35,904     35,255     37,752   

３ 営業貸付金 ※２   237,162     257,406     249,252   

４ 営業立替金 ※３   2,269     1,932     2,143   

５ たな卸資産     48,841     48,850     48,910   

６ 繰延税金資産     6,130     4,914     4,290   

７ その他     14,763     11,987     14,174   

貸倒引当金     △10,500     △11,500     △10,700   

流動資産合計     381,099 55.6   386,915 55.1   399,128 56.0 

Ⅱ 固定資産                     

１ 有形固定資産 ※４                   

(1) 建物及び構築物   110,348     103,398     107,044     

(2) 土地   94,122     114,272     114,977     

(3) その他   14,060     14,959     13,298     

有形固定資産合計     218,530 31.9   232,630 33.2   235,320 33.0 

２ 無形固定資産     2,510 0.4   1,396 0.2   1,556 0.2 

３ 投資その他の資産                     

(1) 投資有価証券   13,516     19,472     14,121     

(2) 差入保証金   63,948     55,840     56,784     

(3) 繰延税金資産   2,850     2,479     3,040     

(4) その他   2,832     3,093     2,692     

投資その他の資産 
合計 

    83,146 12.1   80,885 11.5   76,638 10.8 

固定資産合計     304,187 44.4   314,912 44.9   313,515 44.0 

資産合計     685,286 100.0   701,827 100.0   712,644 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円) 
構成比
（％）

金額（百万円) 
構成比
（％）

金額（百万円) 
構成比
（％）

(負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１ 買掛金     44,375     40,091     42,724   

２ 短期借入金     55,048     51,754     53,246   

３ コマーシャル・ 
ペーパー 

    ―     20,000     ―   

４ 未払法人税等     7,440     9,240     12,521   

５ 賞与引当金     4,990     6,340     4,490   

６ その他     13,941     16,431     23,418   

流動負債合計     125,795 18.3   143,857 20.5   136,401 19.1 

Ⅱ 固定負債                     

１ 社債     80,000     80,000     80,000   

２ 転換社債     39,839     39,839     39,839   

３ 長期借入金     6,250     9,550     8,050   

４ 繰延税金負債     1,350     1,597     1,190   

５ 退職給付引当金     1,826     ―     ―   

６ 役員退職慰労引当金     822     785     800   

７ その他     2,561     7,462     7,575   

固定負債合計     132,649 19.4   139,234 19.8   137,455 19.3 

負債合計     258,445 37.7   283,091 40.3   273,856 38.4 

            

(少数株主持分）                     

少数株主持分     2,525 0.4   1,914 0.3   2,528 0.4 

            

(資本の部）                     

Ⅰ 資本金     35,920 5.2   35,920 5.1   35,920 5.0 

Ⅱ 資本剰余金     91,273 13.3   91,273 13.0   91,273 12.8 

Ⅲ 利益剰余金     313,161 45.7   327,302 46.6   324,703 45.6 

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    1,838 0.3   5,423 0.8   2,247 0.3 

Ⅴ 自己株式     △17,879 △2.6   △43,099 △6.1   △17,886 △2.5 

資本合計     424,315 61.9   416,820 59.4   436,259 61.2 

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

    685,286 100.0   701,827 100.0   712,644 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円) 
百分比
（％）

金額（百万円) 
百分比
（％）

金額（百万円) 
百分比
（％）

Ⅰ 商品売上高     205,414 
77.3 
(100.0)

  205,178 
76.7 
(100.0)

  434,142 
78.1 
(100.0)

Ⅱ 商品売上原価     147,049 (71.6)   144,985 (70.7)   310,091 (71.4)

商品売上総利益     58,365 (28.4)   60,192 (29.3)   124,050 (28.6)

Ⅲ その他の営業収入                     

１ 割賦手数料   890     875     1,756     

２ 消費者ローン 
利息収入 

  29,034     32,628     60,104     

３ その他営業収入   30,469 60,394 22.7 28,934 62,437 23.3 60,210 122,071 21.9 

Ⅳ その他の営業原価     22,413     21,940     45,588   

その他の営業総利益     37,980     40,497     76,483   

売上総利益     96,345 36.2   100,690 37.6   200,533 36.1 

Ⅴ 販売費及び一般管理費 ※１   82,338 30.9   80,421 30.0   163,687 29.5 

営業利益     14,007 5.3   20,268 7.6   36,846 6.6 

Ⅵ 営業外収益                     

１ 受取利息   154     108     286     

２ 固定資産受贈益   1,291     686     2,135     

３ 消費税等免税額   ―     274     ―     

４ その他   714 2,160 0.8 414 1,483 0.5 957 3,379 0.6 

Ⅶ 営業外費用                     

１ 支払利息   905     899     1,806     

２ その他   127 1,033 0.4 135 1,035 0.4 317 2,124 0.3 

経常利益     15,134 5.7   20,717 7.7   38,102 6.9 

Ⅷ 特別利益                     

１ 固定資産売却益 ※２ 127     48     137     

２ 投資有価証券売却益   ― 127 0.0 9 58 0.0 ― 137 0.0 

Ⅸ 特別損失                     

１ 固定資産除却損 ※３ 1,798     1,953     3,322     

２ 固定資産売却損 ※４ 35     ―     93     

３ 店舗閉鎖損 ※５ ―     ―     682     

４ 減損損失 ※６ ―     1,301     ―     

５ 投資有価証券評価損   21     ―     23     

６ 会員権評価損   ―     ―     70     

７ 前期損益修正損  ※７ ―     349     ―     

８ 関係会社事業整理損  ※８ ―     ―     1,730     

９ 退職給付制度終了損  ※９ ―     ―     469     

10 特別退職金 ※10 575 2,432 0.9 ― 3,604 1.3 600 6,991 1.3 

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

    12,829 4.8   17,171 6.4   31,248 5.6 

法人税、住民税 
及び事業税 

  6,373     8,540     11,980     

法人税等調整額   △1,246 5,127 1.9 △1,835 6,704 2.5 △37 11,942 2.2 

少数株主利益     74 0.0   55 0.0   136 0.0 

中間(当期)純利益     7,627 2.9   10,411 3.9   19,168 3.4 

            



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円) 金額（百万円) 金額（百万円) 

(資本剰余金の部）               

Ⅰ 資本剰余金期首残高     91,273   91,273   91,273 

Ⅱ 資本剰余金増加高               

１ 自己株式処分差益   0 0 0 0 0 0 

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末)残高     91,273   91,273   91,273 

      

(利益剰余金の部）               

Ⅰ 利益剰余金期首残高     309,455   324,703   309,455 

Ⅱ 利益剰余金増加高               

１ 中間(当期)純利益   7,627 7,627 10,411 10,411 19,168 19,168 

Ⅲ 利益剰余金減少高               

１ 配当金   3,866   7,731   3,866   

２ 役員賞与   43   80   43   

３ 連結子会社増加に伴う減少高   2   ―   2   

４ 連結子会社減少に伴う減少高   9 3,921 ― 7,812 9 3,921 

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高     313,161   327,302   324,703 

      



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 

 至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

１ 税金等調整前中間(当期)純利益  12,829 17,171 31,248 

２ 減価償却費  8,881 8,449 18,961 

３ 貸倒引当金の増加額  498 800 698 

４ 賞与引当金の増加額  892 1,850 392 

５ 退職給付引当金の増加額及び 

前払年金費用の減少額 
 20,264 ― 18,437 

６ 受取利息及び受取配当金  △261 △219 △419 

７ 支払利息  1,009 987 2,002 

８ 固定資産売却益  △127 △48 △137 

９ 固定資産除却損  1,477 1,760 2,828 

10 減損損失  ― 1,301 ― 

11 投資有価証券評価損  21 ― ― 

12 関係会社事業整理損  ― ― 1,730 

13 受取手形及び売掛金の減少額  2,015 2,496 167 

14 営業貸付金の増加額  △17,636 △8,153 △29,726 

15 たな卸資産の減少額  1,266 59 1,196 

16 支払手形及び買掛金の減少額  △5,996 △2,633 △7,646 

17 未払退職金及び未払特別退職金の減少額  △231 ― △978 

18 役員賞与の支払額  △43 △80 △43 

19 その他  2,060 △1,545 5,975 

小計  26,920 22,193 44,686 

20 利息及び配当金の受取額  258 190 303 

21 利息の支払額  △826 △750 △2,057 

22 法人税等の支払額  △114 △12,130 △1,832 

営業活動によるキャッシュ・フロー  26,236 9,503 41,100 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

１ 短期貸付金の純減少額  363 0 503 

２ 固定資産の取得による支出  △13,880 △12,213 △29,758 

３ 固定資産の売却による収入  214 113 215 

４ 投資有価証券の取得による支出  △102 △1 △19 

５ 投資有価証券の売却による収入  5 20 5 

６ 関係会社株式の取得による支出  ― △690 △60 

７ 保証金等の差入れによる支出  △312 △637 △514 

８ 保証金等の返還による収入  2,515 1,709 10,002 

９ その他  168 △61 518 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △11,028 △11,760 △19,105 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     
１ 短期借入金の純増加額 

(又は純減少額(△)) 
 △6,252 508 △10,055 

２ 長期借入れによる収入  ― 1,500 3,800 

３ 長期借入金の返済による支出  ― △2,000 ― 

４ コマーシャル・ペーパーの純増加額  ― 20,000 ― 

５ 自己株式の取得による支出  △3 △25,248 △10 

６ 配当金の支払額  △3,866 △7,731 △3,866 

７ その他  △4 △8 △3 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △10,126 △12,980 △10,135 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ― ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 

（又は減少額(△)) 
 5,081 △15,238 11,859 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  41,547 53,305 41,547 

Ⅶ 連結の範囲の変更に伴う現金及び 

現金同等物の期首残高の減少額 
 △100 ― △100 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高  46,528 38,067 53,305 



○ 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数     16社 

主要な連結子会社の名称 

㈱ムービング、㈱ゼロファースト、㈱

エイムクリエイツ、㈱シーエスシー、

㈱エムアンドシーシステム 

なお、㈱マルイパレット及び㈱マルイ

ファッションナビは、中間連結財務諸

表への影響が増したため、㈱東京ムー

ビング、㈱東海ムービング、㈱埼京ム

ービング及び㈱京葉ムービングは、平

成16年４月８日付で設立したため、当

中間連結会計期間より連結の範囲に含

めております。 

また、㈱マルイファッションフリーク

は、平成16年５月11日の解散決議によ

り清算予定会社となったため、当中間

連結会計期間より連結の範囲から除外

しております。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数     18社 

主要な連結子会社の名称 

㈱ムービング、㈱マルイカード、㈱マ 

ルイエムズモード、㈱マルイパレット、

㈱マルイファッションナビ、㈱マルイ

アクセス、㈱エイムクリエイツ、㈱ゼ

ロファースト、㈱エムアンドシーシス

テム、㈱マルイスマートサポート、㈱ 

シーエスシー、㈱マルイシーズニング、

㈱エムアールアイ債権回収 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数     18社 

主要な連結子会社の名称 

㈱ムービング、㈱マルイエムズモード、

㈱マルイパレット、㈱マルイファッシ

ョンナビ、㈱マルイアクセス、㈱エイ

ムクリエイツ、㈱ゼロファースト、㈱

エムアンドシーシステム、㈱マルイス

マートサポート、㈱シーエスシー、㈱

マルイシーズニング 

なお、㈱マルイパレット及び㈱マルイ

ファッションナビは、連結財務諸表へ

の影響が増したため、また、㈱マルイ

カード（平成16年10月１日設立）、㈱

エムアールアイ債権回収（平成16年11

月25日設立）、㈱東京ムービング（平

成16年4月8日設立）、㈱東海ムービン

グ（平成16年4月8日設立）、㈱埼京ム

ービング（平成16年4月8日設立）及び

㈱京葉ムービング（平成16年4月8日設

立）は、会社を設立したため、当連結

会計年度より連結の範囲に含めており

ます。 

また、㈱マルイファッションフリーク 

は、平成16年５月11日に解散を決議し、

平成17年２月28日に特別清算手続の終

結が決定したため、当連結会計年度よ

り連結の範囲から除外しております。  

(2）非連結子会社の名称 

㈱ヴァージン・メガストアーズ・ジャ

パン、㈱マルイキットセンター、北千

住都市開発㈱、戸塚商業ビル管理㈱、

㈱志木都市開発 

(2）非連結子会社の名称 

㈱マルイキットセンター、北千住都市

開発㈱、戸塚商業ビル管理㈱、㈱志木

都市開発 

(2）非連結子会社の名称 

㈱マルイキットセンター、北千住都市

開発㈱、戸塚商業ビル管理㈱、㈱志木

都市開発 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社５社の合計の総資産、

売上高、中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも中間連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていないた

めです。 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社４社の合計の総資産、

売上高、中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも中間連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていないた

めです。 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社４社の合計の総資産、

売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないためで

す。 

２ 持分法の適用に関する事項 

非連結子会社５社（㈱ヴァージン・メガ

ストアーズ・ジャパン、㈱マルイキット

センター、北千住都市開発㈱、戸塚商業

ビル管理㈱、㈱志木都市開発）及び関連

会社３社（みぞのくち新都市㈱、㈱なか

のサンクオーレ、水戸都市開発㈱）の中

間純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、いずれも

中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないため、持分法を適用しておりま

せん。 

２ 持分法の適用に関する事項 

非連結子会社４社（㈱マルイキットセン

ター、北千住都市開発㈱、戸塚商業ビル

管理㈱、㈱志木都市開発）及び関連会社

３社（みぞのくち新都市㈱、㈱なかのサ

ンクオーレ、水戸都市開発㈱）の中間純

損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれも中間

連結財務諸表に重要な影響を及ぼしてい 

ないため、持分法を適用しておりません。

２ 持分法の適用に関する事項 

非連結子会社４社（㈱マルイキットセン

ター、北千住都市開発㈱、戸塚商業ビル

管理㈱、㈱志木都市開発）及び関連会社

３社（みぞのくち新都市㈱、㈱なかのサ

ンクオーレ、水戸都市開発㈱）の当期純

損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれも連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしていない

ため、持分法を適用しておりません。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３ 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日は、中間連結決

算日と同一です。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と同

一です。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等にも

とづく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）によっ

ております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によって

おります。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等にもとづ

く時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）によってお

ります。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によって

おります。 

② たな卸資産 

主として、売価還元法による原価法

によっております。 

② たな卸資産 

同左 

② たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

法人税法所定の耐用年数にもとづく

定率法によっております。ただし、

建物のうち中間連結財務諸表提出会

社の営業店舗用建物については会社 

独自の耐用年数を採用しております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

法人税法所定の耐用年数にもとづく

定率法によっております。ただし、

建物のうち連結財務諸表提出会社の

営業店舗用建物については会社独自

の耐用年数を採用しております。 

② 無形固定資産 

法人税法所定の耐用年数にもとづく

定額法によっております。ただし、

市場販売目的のソフトウェアについ

ては、見込販売収益にもとづく償却

額と見込販売可能期間（３年以内）

にもとづく均等償却額を比較し、い

ずれか大きい額を計上する方法によ

っております。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支

給見込額のうち当中間連結会計期間

負担額を計上しております。 

② 賞与引当金 

同左  

② 賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支

給見込額のうち当連結会計年度負担

額を計上しております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債 

務及び年金資産の見込額にもとづき、 

当中間連結会計期間末において発生

していると認められる額を計上して

おります。 

なお、数理計算上の差異については、 

その発生時の従業員の平均残存勤務

期間（９年）による定額法により、

発生年度の翌連結会計年度から費用

処理しております。 

また、過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務期

間（９年）による定額法により費用

処理しております。 

③ 退職給付引当金 

  

  

――――― 

③ 退職給付引当金 

  

  

――――― 

（追加情報） 

年金資産の返還にともなう会計処理 

当中間連結会計期間に行われた適

格退職年金制度に係る年金資産の

積立超過額の中間連結財務諸表提

出会社への返還に関する会計処理

は、「会計制度委員会報告第13号

「退職給付会計に関する実務指針 

（中間報告）」等の改正について」 

（平成16年10月４日 日本公認会

計士協会）によっております。 

  （追加情報） 

年金資産の返還にともなう会計処理 

当連結会計年度に行われた適格退

職年金制度に係る年金資産の積立

超過額の連結財務諸表提出会社へ

の返還に関する会計処理は、「会

計制度委員会報告第13号「退職給

付会計に関する実務指針（中間報

告）」等の改正について」（平成

16年10月４日 日本公認会計士協

会）によっております。 

退職給付制度終了にともなう会計処

理 

連結財務諸表提出会社において、

平成17年１月31日の従業員の子会

社への転籍等により、退職給付制

度の対象となる従業員が全員退職

いたしました。このため、「退職

給付制度間の移行等に関する会計

処理」（企業会計基準委員会 平

成14年１月31日 企業会計基準適

用指針第１号）により、退職一時

金制度・適格退職年金制度に係る

連結財務諸表提出会社負担額 469

百万円を特別損失「退職給付制度

終了損」に計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支給に備えるため、 

支給内規にもとづく所要額を計上し

ております。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転する 

と認められるもの以外のファイナンス・ 

リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 



○ 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(5）その他中間連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

① 消費税等の処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、 

税抜方式によっております。ただし、 

資産にかかわる控除対象外消費税等

は、発生した中間連結会計期間の期

間費用としております。 

(5）その他中間連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

① 消費税等の処理方法 

同左 

(5）その他連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。ただし、 

資産にかかわる控除対象外消費税等は、

発生した連結会計年度の期間費用とし

ております。 

② 税額計算における固定資産圧縮積立

金及び特別償却準備金等の処理方法 

中間連結会計期間に係る納付税額及

び法人税等調整額は、当連結会計年

度において予定している利益処分に

よる固定資産圧縮積立金及び特別償

却準備金等の積立て及び取崩しを前

提として、当中間連結会計期間に係

る金額を計算しております。 

② 税額計算における固定資産圧縮積立

金及び特別償却準備金等の処理方法 

同左 

 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）は、手

許資金、要求払預金及び取得日から３か 

月以内に満期日の到来する流動性の高い、 

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない短

期的な投資としております。 

同左 連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許資

金、要求払預金及び取得日から３か月以

内に満期日の到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない短期

的な投資としております。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

  

――――― 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。これによ

り税金等調整前中間純利益は 1,301百万円

減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後

の中間連結財務諸表規則にもとづき各資産

の金額から直接控除しております。 

  

  

――――― 



○ 注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ このうちには、割賦売掛金28,159百万

円を含んでおります。 

なお、割賦売掛金は、現金販売価格に

よる売掛金残高であり、顧客との契約

による未経過割賦手数料部分（787百

万円）を含んでおりません。 

※１ このうちには、割賦売掛金29,477百万

円を含んでおります。 

なお、割賦売掛金は、現金販売価格に

よる売掛金残高であり、顧客との契約

による未経過割賦手数料部分（1,003百

万円）を含んでおりません。 

※１ このうちには、割賦売掛金29,178百万

円を含んでおります。 

なお、割賦売掛金は、現金販売価格に

よる売掛金残高であり、顧客との契約

による未経過割賦手数料部分（769百万

円）を含んでおりません。 

※２ 営業貸付金は、消費者ローン（自社ロ

ーン）の貸付金残高であり、顧客との

契約による未経過利息部分（113,537

百万円）を含んでおりません。   

※２ 営業貸付金は、消費者ローン（自社ロ

ーン）の貸付金残高であり、顧客との

契約による未経過利息部分（136,215百

万円）を含んでおりません。   

※２ 営業貸付金は、消費者ローン（自社ロ

ーン）の貸付金残高であり、顧客との

契約による未経過利息部分（126,383百

万円）を含んでおりません。 

※３ 営業立替金は、銀行系・信販系カード

ローンなどの取扱いにかかわる未精算

金です。 

※３        同左 ※３        同左 

※４ 有形固定資産の減価償却累計額は

194,701百万円です。 

※４ 有形固定資産の減価償却累計額は 

194,047百万円です。 

※４ 有形固定資産の減価償却累計額は 

195,564百万円です。 

○ 偶発債務 

保証債務 

中間連結財務諸表提出会社及び子会社の

従業員の住宅ローン契約残高に対して８

百万円の債務保証を行っております。 

 ○ 偶発債務 

保証債務 

子会社の従業員の住宅ローン契約残高に

対して６百万円の債務保証を行っており

ます。 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主な費目

及び金額は次のとおりです。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主な費目

及び金額は次のとおりです。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主な費目

及び金額は次のとおりです。 

  百万円

貸倒引当金繰入額 4,782 

給料手当 21,622 

賞与引当金繰入額 4,455 

地代家賃 9,736 

減価償却費 8,402 

  百万円

貸倒引当金繰入額 5,650 

給料手当 19,921 

賞与引当金繰入額 5,675 

地代家賃 9,243 

減価償却費 7,745 

百万円

貸倒引当金繰入額 9,845 

給料手当 46,237 

賞与引当金繰入額 4,097 

地代家賃 18,913 

減価償却費 17,927 

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりで

す。 

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりで

す。 

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりで

す。 

  百万円

土地 123 

その他 3 

合計 127 

  百万円

土地 36 

その他 12 

合計 48 

百万円

土地 123 

その他 13 

合計 137 

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりで

す。 

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりで

す。 

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりで

す。 

  百万円

建物及び構築物 1,224 

器具備品 225 

撤去費用他 349 

合計 1,798 

  百万円

建物及び構築物 1,395 

器具備品 363 

撤去費用他 194 

合計 1,953 

百万円

建物及び構築物 2,169 

器具備品 659 

撤去費用他 493 

合計 3,322 

※４ 固定資産売却損の内容は次のとおりで

す。 

※４ ※４ 固定資産売却損の内容は次のとおりで

す。 

  百万円

土地 26 

器具備品他 9 

合計 35 

――――― 百万円

器具備品 57 

土地 26 

その他 9 

合計 93 

※５ ※５ ※５ 店舗閉鎖損の内容は次のとおりです。 

――――― ―――――   百万円

原状回復費用 214 

賃貸借契約解約違約金 207 

その他 260 

合計 682 

 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※６ 

――――― 

※６ 中間連結財務諸表提出会社及び連結子

会社は、以下の資産グループについて

減損損失を計上しております。 

（単位 百万円）

※６ 

――――― 

 用途 場所 種類 金額 

店舗 

丸井藤沢店 
神奈川県藤沢市

建物及び
構築物 

651

（平成18年２月
閉鎖予定） 

その他 13

賃貸 
不動産 

東京都武蔵野市 土地 384

その他 茨城県土浦市 土地 251

合計 1,301

 

 中間連結財務諸表提出会社及び連結子

会社は、キャッシュ・フローを生み出 

す最小単位として店舗を基本単位とし、

また、賃貸不動産等については物件単

位ごとにグルーピングしております。 

上記の資産について、閉鎖が予定され

ている店舗及び市場価格が帳簿価額よ

り著しく下落している資産グループの

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失

に計上しております。 

なお、資産グループごとの回収可能価

額は、正味売却価額により測定してお

り、土地については路線価方式による

相続税評価額を基準に評価し、また、

店舗については閉鎖後、店舗設備の廃

棄を予定していることから、正味売却

価額を零として評価しております。 

 

※７ 

――――― 

※７ 前期損益修正損は、前連結会計年度に

退職一時金制度・適格退職年金制度の

終了処理を行いましたが、適格退職年

金制度廃止の結果、年金受給権者への

年金現価額による分配額が当初見積り

より増加したため、中間連結財務諸表

提出会社への剰余金の返還額が減少し

たことによるものです。 

※７ 

――――― 

※８ 

――――― 

※８ 

――――― 

※８ 関係会社事業整理損は、子会社㈱ヴァ

ージン・メガストアーズ・ジャパンの

株式等を譲渡したことにともない発生

した損失額を計上したものです。 

※９ 

――――― 

※９ 

――――― 

※９ 退職給付制度終了損は、退職一時金制

度・適格退職年金制度終了による損失

額です。 

※10 特別退職金は、連結子会社１社におい

て平成16年10月１日より新人事制度へ

移行するにあたり、退職を選択した従

業員に対して支給した独立・転職支援

金です。 

※10 

――――― 

※10 特別退職金は、連結子会社１社におい

て平成16年10月１日より新人事制度へ

移行するにあたり、退職を選択した従

業員に対して支給した独立・転職支援

金です。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高46,528百

万円は、中間連結貸借対照表に掲記されてい

る現金及び預金勘定の金額と一致しておりま

す。 

現金及び現金同等物の中間期末残高38,067百

万円は、中間連結貸借対照表に掲記されてい

る現金及び預金勘定の金額と一致しておりま

す。 

現金及び現金同等物の期末残高53,305百万円

は、連結貸借対照表に掲記されている現金及

び預金勘定の金額と一致しております。 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  その他 

（器具備品） 

  百万円

取得価額相当額 3,521 

減価償却累計額相当額 1,673 

中間期末残高相当額 1,847 

  その他 

（器具備品）

  百万円

取得価額相当額 2,397 

減価償却累計額相当額 1,448 

中間期末残高相当額 949 

  その他 

（器具備品）

  百万円

取得価額相当額 2,742 

減価償却累計額相当額 1,500 

期末残高相当額 1,242 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。 

 （注）     同左  （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定してお

ります。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

  百万円

１年内 820 

１年超 1,027 

合計 1,847 

  百万円

１年内 463 

１年超 485 

合計 949 

  百万円

１年内 566 

１年超 676 

合計 1,242 

 （注） 未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

 （注）     同左  （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 

  百万円

支払リース料 508 

減価償却費相当額 508 

  百万円

支払リース料 327 

減価償却費相当額 327 

  百万円

支払リース料 901 

減価償却費相当額 901 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

未経過リース料 

  百万円

１年内 4,725 

１年超 25,277 

合計 30,003 

  百万円

１年内 4,587 

１年超 25,918 

合計 30,505 

  百万円

１年内 5,083 

１年超 28,334 

合計 33,417 

（貸主側） 

未経過リース料 

（貸主側） 

未経過リース料 

（貸主側） 

未経過リース料 

  百万円

１年内 302 

１年超 103 

合計 406 

  百万円

１年内 101 

１年超 2 

合計 103 

  百万円

１年内 192 

１年超 49 

合計 242 

  
（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

  



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

  デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）及び 

 前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

  当中間連結会計期間末現在及び前連結会計年度末現在、時価等の開示対象となるデリバティブ取引はありませ 

  ん。 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 9,858 12,964 3,105 

内容 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 170 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 9,849 19,005 9,156 

内容 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 185 

区分 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 9,858 13,655 3,796 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 185 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

  
小売業 
（百万円） 

クレジット・
サービス事業
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する 

売上高 
205,525 33,736 26,546 265,808 ― 265,808 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
― ― 23,848 23,848 (23,848) ― 

計 205,525 33,736 50,395 289,657 (23,848) 265,808 

営業費用 201,858 23,923 47,833 273,614 (21,813) 251,801 

営業利益 3,667 9,812 2,562 16,042 (2,034) 14,007 

  
小売事業 
（百万円） 

カード・ 
金融事業 
（百万円） 

小売関連 
サービス事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する 

売上高 
205,178 36,028 26,409 267,616 ― 267,616 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
― ― 23,758 23,758 (23,758) ― 

計 205,178 36,028 50,167 291,374 (23,758) 267,616 

営業費用 197,395 24,300 47,625 269,322 (21,975) 247,347 

営業利益 7,782 11,727 2,541 22,051 (1,782) 20,268 

  
小売業 
（百万円） 

クレジット・
サービス事業
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する 

売上高 
434,142 69,220 52,850 556,213 ― 556,213 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
― ― 48,229 48,229 (48,229) ― 

計 434,142 69,220 101,080 604,443 (48,229) 556,213 

営業費用 417,725 51,188 95,912 564,825 (45,458) 519,367 

営業利益 16,417 18,032 5,167 39,617 (2,770) 36,846 



（注）１ 事業区分の方法 

事業区分は、中間連結財務諸表提出会社の内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分の主要な内容 

（前中間連結会計期間） 

・小売業 ………………………… 衣料品、装飾雑貨、家庭用品、食品等の販売 

・クレジット・サービス事業 … 自社カードの運営、割賦販売業務、消費者ローン及び保険、住宅、旅行の

取扱い等 

・その他事業 …………………… 貨物自動車運送事業、店舗内装事業、広告宣伝事業、建物等の保守管理事

業、ソフトウェア開発事業、不動産賃貸事業等の主として法人対象事業 

（当中間連結会計期間） 

・小売事業 ……………………… 衣料品、装飾雑貨、家庭用品、食品等の販売 

・カード・金融事業 …………… 自社カードの運営、割賦販売業務、消費者ローン及び保険の取扱い等 

・小売関連サービス事業 ……… 貨物自動車運送事業、店舗内装事業、広告宣伝事業、ソフトウェア開発事

業、建物等の保守管理事業、不動産賃貸事業等の主として法人対象事業 

（前連結会計年度） 

・小売業 ………………………… 衣料品、装飾雑貨、家庭用品、食品等の販売 

・クレジット・サービス事業 … 自社カードの運営、割賦販売業務、消費者ローン及び保険、住宅、運転免

許などのサービス商品の取扱い等 

・その他事業 …………………… 貨物自動車運送事業、店舗内装事業、広告宣伝事業、ソフトウェア開発事

業、建物等の保守管理事業、不動産賃貸事業等の主として法人対象事業 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、中間連結財務諸表提出会社

の本社管理部門にかかわる費用等です。 

前中間連結会計期間    2,073百万円 

当中間連結会計期間    2,066百万円 

前連結会計年度      4,127百万円 

４ 事業区分の変更 

（当中間連結会計期間） 

当中間連結会計期間において、内部管理上の組織変更及び一部事業移管を行い、従来の「小売業」「クレジ

ット・サービス事業」「その他事業」の事業区分を、「小売事業」「カード・金融事業」「小売関連サービ

ス事業」に変更いたしました。これにともない、「クレジット・サービス事業」（セグメント名称を「カー

ド・金融事業」へ変更）に含めていたサービス商品の取扱いの一部などを「その他事業」（セグメント名称

を「小売関連サービス事業」へ変更）に変更いたしました。 

なお、この変更による「カード・金融事業」及び「小売関連サービス事業」の売上高（外部顧客に対する売

上高）及び営業費用に与える影響は軽微です。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、在外連結子会社及び在外支店がない

ため、記載事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高はいずれも連結売上高の

10％未満のため、記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、 

以下のとおりです。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

項目 
前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 

 至 平成17年３月31日）

１株当たり純資産額 1,207円31銭 1,238円89銭 1,241円08銭 

１株当たり中間(当期)純利益 21円70銭 30円18銭 54円31銭 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 20円99銭 29円00銭 52円34銭 

項目 
前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 

 至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間(当期)純利益    

中間(当期)純利益（百万円） 7,627 10,411 19,168 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 80 

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） (―)  (―) (80) 

普通株式に係る中間(当期)純利益（百万円） 7,627 10,411 19,088 

普通株式の期中平均株式数（千株） 351,456 344,988 351,454 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益    

中間(当期)純利益調整額（百万円） 137 137 275 

（うち支払利息(税額相当額控除後)（百万円）） (135) (136) (270) 

普通株式増加数（千株） 18,503 18,717 18,503 

（内訳） 転換社債（千株） (18,503) (18,503) (18,503) 

     新株予約権（千株） (―) (213) (―) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

――――― ――――― ――――― 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円) 
構成比
（％）

金額（百万円) 
構成比
（％）

金額（百万円) 
構成比
（％）

(資産の部）           

Ⅰ 流動資産            

１ 現金及び預金   33,155     24,391     42,669     

２ 割賦売掛金 ※１ 28,159     27,253     29,178     

３ 営業貸付金 ※２ 199,576     204,633     203,976     

４ 営業立替金 ※３ 1,893     1,610     1,817     

５ たな卸資産   47,122     13,515     13,244     

６ 繰延税金資産   3,640     1,600     1,920     

７ 関係会社短期貸付金   21,018     63,224     54,249     

８ その他 ※４ 13,474     13,051     15,689     

貸倒引当金   △8,900     △9,500     △9,200     

流動資産合計     339,140 55.7   339,780 54.7   353,546 56.0 

Ⅱ 固定資産            

１ 有形固定資産 ※５          

(1）建物   95,108     88,490     91,948     

(2）土地   78,847     98,130     98,451     

(3）その他   13,022     13,090     12,068     

有形固定資産合計   186,978     199,711     202,468     

２ 無形固定資産   1,144     1,020     1,076     

３ 投資その他の資産            

(1）投資有価証券   16,192     22,945     16,936     

(2）差入保証金   62,317     54,212     55,179     

(3）その他   2,957     2,993     2,591     

投資その他の資産 
合計 

  81,467     80,151     74,707     

固定資産合計     269,590 44.3   280,883 45.3   278,253 44.0 

資産合計     608,731 100.0   620,663 100.0   631,799 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円) 
構成比
（％）

金額（百万円) 
構成比
（％）

金額（百万円) 
構成比
（％）

(負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１ 買掛金   34,224     34,716     37,293     

２ 短期借入金   37,300     34,000     34,000     

３ 関係会社短期借入金   7,234     7,451     7,739     

４ コマーシャル・ 
ペーパー 

  ―     20,000     ―     

５ 未払法人税等   5,415     6,449     7,747     

６ 賞与引当金   1,040     1,030     910     

７ その他 ※４ 18,169     16,478     24,562     

流動負債合計     103,383 17.0   120,126 19.4   112,253 17.8 

Ⅱ 固定負債                     

１ 社債   80,000     80,000     80,000     

２ 転換社債   39,839     39,839     39,839     

３ 長期借入金   ―     3,300     3,300     

４ 繰延税金負債   400     2,250     660     

５ 退職給付引当金   1,826     ―     ―     

６ 役員退職慰労引当金   726     726     726     

７ その他   2,027     6,791     6,996     

固定負債合計     124,820 20.5   132,907 21.4   131,521 20.8 

負債合計     228,203 37.5   253,033 40.8   243,775 38.6 

            

(資本の部）                     

Ⅰ 資本金     35,920 5.9   35,920 5.8   35,920 5.7 

Ⅱ 資本剰余金                     

１ 資本準備金   91,273     91,273     91,273     

２ その他資本剰余金   0     0     0     

資本剰余金合計     91,273 15.0   91,273 14.7   91,273 14.4 

Ⅲ 利益剰余金                     

１ 利益準備金   8,980     8,980     8,980     

２ 任意積立金   247,435     251,454     247,435     

３ 中間(当期)未処分 
利益 

  13,011     17,762     20,115     

利益剰余金合計     269,427 44.2   278,197 44.8   276,531 43.8 

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

    1,785 0.3   5,338 0.9   2,183 0.3 

Ⅴ 自己株式     △17,879 △2.9   △43,099 △7.0   △17,886 △2.8 

資本合計     380,528 62.5   367,630 59.2   388,023 61.4 

負債資本合計     608,731 100.0   620,663 100.0   631,799 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円) 
百分比
（％）

金額（百万円) 
百分比
（％）

金額（百万円) 
百分比
（％）

Ⅰ 商品売上高     205,412 
87.1 

(100.0)
  205,055 

87.0 
(100.0)

  434,107 
87.6 
(100.0)

Ⅱ 商品売上原価     148,603 (72.3)   159,906 (78.0)   330,145 (76.1)

商品売上総利益     56,809 (27.7)   45,148 (22.0)   103,961 (23.9)

Ⅲ その他の営業収入                     

１ 割賦手数料 ※１ 890     784     1,756     

２ サービス ※1,2 27,824     28,260     56,266     

３ 不動産賃貸収入   1,577 30,292 12.9 1,501 30,547 13.0 3,173 61,195 12.4 

Ⅳ その他の営業原価                     

１ 不動産賃貸原価 ※３ 767 767   701 701   1,545 1,545   

その他の営業総利益     29,525     29,845     59,650   

売上総利益     86,334 36.6   74,994 31.8   163,612 33.0 

Ⅴ 販売費及び一般管理費 ※３   75,399 32.0   58,116 24.6   138,058 27.8 

営業利益     10,935 4.6   16,877 7.2   25,553 5.2 

Ⅵ 営業外収益 ※４   2,019 0.9   1,973 0.8   3,861 0.7 

Ⅶ 営業外費用 ※５   985 0.4   975 0.4   2,020 0.4 

経常利益     11,969 5.1   17,876 7.6   27,394 5.5 

Ⅷ 特別利益 ※６   123 0.1   436 0.2   123 0.0 

Ⅸ 特別損失 ※７   1,798 0.8   3,019 1.3   6,312 1.2 

税引前中間(当期）
純利益 

    10,295 4.4   15,293 6.5   21,205 4.3 

法人税、住民税 
及び事業税 

  4,600     6,070     6,700     

法人税等調整額   △516 4,083 1.8 △254 5,815 2.5 1,189 7,889 1.6 

中間(当期)純利益     6,211 2.6   9,478 4.0   13,316 2.7 

前期繰越利益     6,799     8,284     6,799   

中間(当期)未処分 
利益 

    13,011     17,762     20,115   

            



○ 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法によってお

ります。 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等にもとづ

く時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）によってお

ります。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によって

おります。 

② その他有価証券 

同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等にもとづく時

価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）によっておりま

す。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によって

おります。 

(2）たな卸資産 

① 商品については売価還元法による原

価法によっております。 

② 貯蔵品については最終仕入原価法に

よっております。 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

法人税法所定の耐用年数にもとづく定

率法によっております。ただし、建物

のうち営業店舗用建物については会社

独自の耐用年数を採用しております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

法人税法所定の耐用年数にもとづく定

額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給

見込額のうち当中間会計期間負担額を

計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給

見込額のうち当期負担額を計上してお

ります。 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額にもとづき、当中間会

計期間末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

なお、数理計算上の差異については、

その発生時の従業員の平均残存勤務期

間（９年）による定額法により、発生

年度の翌事業年度から費用処理してお

ります。 

また、過去勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間（ 

９年）による定額法により処理してお

ります。 

(3）退職給付引当金 

  

  

――――― 

(3）退職給付引当金 

  

  

――――― 

（追加情報） 

年金資産の返還にともなう会計処理 

当中間会計期間に行われた適格退職

年金制度に係る年金資産の積立超過

額の当社への返還に関する会計処理

は、「会計制度委員会報告第13号「 

退職給付会計に関する実務指針（中

間報告）」等の改正について」（平

成16年10月４日 日本公認会計士協

会）によっております。  

  （追加情報） 

年金資産の返還にともなう会計処理 

当事業年度に行われた適格退職年金

制度に係る年金資産の積立超過額の

当社への返還に関する会計処理は、

「会計制度委員会報告第13号「退職

給付会計に関する実務指針（中間報

告）」等の改正について」（平成16

年10月４日 日本公認会計士協会）

によっております。 

退職給付制度終了にともなう会計処理 

平成17年１月31日の従業員の子会社

への転籍等により、退職給付制度の

対象となる従業員が全員退職いたし

ました。このため、「退職給付制度

間の移行等に関する会計処理」（企

業会計基準委員会 平成14年１月31

日 企業会計基準適用指針第１号）

により、退職一時金制度・適格退職

年金制度に係る当社負担額 469百万 

円を特別損失「退職給付制度終了損」

に計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支給に備えるため、

支給内規にもとづく所要額を計上して

おります。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

４ その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

４ その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

４ その他財務諸表作成のための基本となる

重要な事項 

(1) 消費税等の処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。ただし、 

資産にかかわる控除対象外消費税等は、 

発生した中間会計期間の期間費用とし

ております。 

(1) 消費税等の処理方法 

同左 

消費税等の処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっております。ただし、資産

にかかわる控除対象外消費税等は、発生 

した事業年度の期間費用としております。

(2) 税額計算における固定資産圧縮積立金

及び特別償却準備金等の処理方法 

中間会計期間に係る納付税額及び法人

税等調整額は、当事業年度において予

定している利益処分による固定資産圧

縮積立金及び特別償却準備金等の積立

て及び取崩しを前提として、当中間会 

計期間に係る金額を計算しております。 

(2) 税額計算における固定資産圧縮積立金

及び特別償却準備金等の処理方法 

同左 

 



○ 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

  

――――― 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15年10月

31日）を適用しております。これにより税

引前中間純利益は 916百万円減少しており

ます。 

なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則にもとづき各資産の

金額から直接控除しております。 

  

  

――――― 



○ 注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 割賦売掛金は、現金販売価格による売

掛金残高であり、顧客との契約による

未経過割賦手数料部分（787百万円）

を含んでおりません。 

※１ 割賦売掛金は、現金販売価格による売

掛金残高であり、顧客との契約による

未経過割賦手数料部分（707百万円）を

含んでおりません。 

※１ 割賦売掛金は、現金販売価格による売

掛金残高であり、顧客との契約による

未経過割賦手数料部分（769百万円）を

含んでおりません。 

※２ 営業貸付金は、消費者ローン（自社ロ

ーン）の貸付金残高であり、顧客との

契約による未経過利息部分（83,775百

万円）を含んでおりません。   

※２ 営業貸付金は、消費者ローン（自社ロ

ーン）の貸付金残高であり、顧客との

契約による未経過利息部分（92,674百

万円）を含んでおりません。   

※２ 営業貸付金は、消費者ローン（自社ロ

ーン）の貸付金残高であり、顧客との

契約による未経過利息部分（89,675百

万円）を含んでおりません。 

※３ 営業立替金は、銀行系・信販系カード

ローンなどの取扱いにかかわる未精算

金です。 

※３        同左  ※３        同左  

※４ 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ金額的重要性が乏しいため流

動負債の「その他」に含めて表示して

おります。 

※４ 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ金額的重要性が乏しいため流

動資産の「その他」に含めて表示して

おります。 

※４ 

――――― 

※５ 有形固定資産の減価償却累計額は

181,881百万円です。 

※５ 有形固定資産の減価償却累計額は 

180,847百万円です。 

※５ 有形固定資産の減価償却累計額は 

182,275百万円です。 

○ 偶発債務 

保証債務 

当社及び子会社の従業員の住宅ローン契

約残高に対して８百万円の債務保証を行

っております。 

 ○ 偶発債務 

保証債務 

子会社の従業員の住宅ローン契約残高に

対して６百万円の債務保証を行っており

ます。 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 当社の主たる業務は小売業であり、割

賦手数料及び消費者ローン（自社ロー

ン）の利息収入に対応する金融費用の

区分は行っておりません。 

※１        同左 ※１        同左 

※２ サービスのうち消費者ローン（自社ロ 

ーン）の利息収入は24,724百万円です。 

※２ サービスのうち消費者ローン（自社ロ 

ーン）の利息収入は26,262百万円です。

※２ サービスのうち消費者ローン（自社ロ 

ーン）の利息収入は50,486百万円です。

※３ 減価償却実施額は次のとおりです。 ※３ 減価償却実施額は次のとおりです。 ※３ 減価償却実施額は次のとおりです。 

  百万円

有形固定資産 7,960 

無形固定資産 61 

  百万円

有形固定資産 7,607 

無形固定資産 55 

百万円

有形固定資産 17,030 

無形固定資産 122 

※４ 営業外収益の主なものは次のとおりで

す。 

※４ 営業外収益の主なものは次のとおりで

す。 

※４ 営業外収益の主なものは次のとおりで

す。 

  百万円

受取利息 169 

固定資産受贈益 1,027 

  百万円

受取利息 291 

固定資産受贈益 1,053 

百万円

受取利息 364 

固定資産受贈益 2,204 

※５ 営業外費用の主なものは次のとおりで

す。 

※５ 営業外費用の主なものは次のとおりで

す。 

※５ 営業外費用の主なものは次のとおりで

す。 

  百万円

支払利息 197 

社債利息 711 

  百万円

支払利息 209 

社債利息 713 

百万円

支払利息 388 

社債利息 1,422 

※６ 特別利益は次のとおりです。 ※６ 特別利益は次のとおりです。 ※６ 特別利益は次のとおりです。 

  百万円

固定資産売却益   

土地 123 

  百万円

固定資産売却益   

土地 36 

事業譲渡益 400 

  百万円

固定資産売却益   

 土地 123 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※７ 特別損失は次のとおりです。 ※７ 特別損失は次のとおりです。 ※７ 特別損失は次のとおりです。 

  百万円

固定資産除却損  

  建物 1,202 

  器具備品 219 

  撤去費用他 320 

  合計 1,742 

固定資産売却損  

  土地 26 

  器具備品 7 

  合計 34 

投資有価証券評価損 21 

（注)１ 減損損失 

当社は、以下の資産グループについて

減損損失を計上しております。 

（単位 百万円）

当社は、キャッシュ・フローを生み出 

す最小単位として店舗を基本単位とし、

また、賃貸不動産等については物件単

位ごとにグルーピングしております。 

上記の資産について、閉鎖が予定され

ている店舗及び市場価格が帳簿価額よ

り著しく下落している資産グループの

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失

に計上しております。 

なお、資産グループごとの回収可能価

額は、正味売却価額により測定してお

り、土地については路線価方式による

相続税評価額を基準に評価し、また、

店舗については閉鎖後、店舗設備の廃

棄を予定していることから、正味売却

価額を零として評価しております。   

（注)２ 前期損益修正損 

前期損益修正損は、前事業年度に退職

一時金制度・適格退職年金制度の終了

処理を行いましたが、適格退職年金制

度廃止の結果、年金受給権者への年金

現価額による分配額が当初見積りより

増加したため、当社への剰余金の返還

額が減少したことによるものです。  

  百万円

固定資産除却損  

  建物 1,231 

  器具備品 363 

  撤去費用他 158 

  合計 1,753 

減損損失（注)１ 916 

前期損益修正損（注)２ 349 

用途 場所 種類 金額 

店舗 

丸井藤沢店 
神奈川県藤沢市

建物 635

（平成18年２月
閉鎖予定） 

その他 29

その他 茨城県土浦市 土地 251

合計 916

百万円

固定資産除却損  

  建物 2,132 

  器具備品 644 

  撤去費用他 467 

  合計 3,245 

固定資産売却損   

  器具備品 57 

  土地 26 

  その他 5 

  合計 89 

店舗閉鎖損 684 

投資有価証券評価損 23 

会員権評価損 70 

関係会社事業整理損 1,730 

退職給付制度終了損 469 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

未経過リース料 

１ オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

未経過リース料 

１ オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

未経過リース料 

  百万円

１年内 4,420 

１年超 21,706 

合計 26,126 

  百万円

１年内 4,292 

１年超 22,770 

合計 27,062 

  百万円

１年内 4,778 

１年超 24,915 

合計 29,693 

（貸主側） 

未経過リース料 

（貸主側） 

未経過リース料 

（貸主側） 

未経過リース料 

  百万円

１年内 302 

１年超 103 

合計 406 

  百万円

１年内 101 

１年超 2 

合計 103 

  百万円

１年内 192 

１年超 49 

合計 242 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末のいずれにおいても、子会社株式及び関連会社株式で時

価のあるものはありません。 

（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、  

以下のとおりです。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 

 至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,082円72銭 1,092円69銭 1,103円83銭 

１株当たり中間(当期)純利益 17円67銭 27円47銭 37円66銭 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 17円16銭 26円44銭 36円52銭 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日  

 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日  

 至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日  

 至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間(当期)純利益    

中間(当期)純利益（百万円） 6,211 9,478 13,316 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 80 

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） (―) (―) (80) 

普通株式に係る中間(当期)純利益（百万円） 6,211 9,478 13,235 

普通株式の期中平均株式数（千株） 351,456 344,988 351,454 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益    

中間(当期)純利益調整額（百万円） 137 137 275 

（うち支払利息(税額相当額控除後)（百万円）） (135) (136) (270) 

普通株式増加数（千株） 18,503 18,717 18,503 

（内訳） 転換社債（千株） (18,503) (18,503) (18,503) 

     新株予約権（千株） (―) (213) (―) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

――――― ――――― ――――― 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

    (1）有価証券報告書及びその添付書類 

    事業年度（第69期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出 

  

(2）有価証券届出書(新株予約権証券)及びその添付書類        平成17年７月５日 

                                 関東財務局長に提出 

 

(3）有価証券届出書(新株予約権証券)の訂正届出書          平成17年８月１日 

                                 関東財務局長に提出 

 

(4）自己株券買付状況報告書 報告期間 自 平成17年５月16日 平成17年６月14日 

                   至 平成17年５月31日 関東財務局長に提出 

              

              報告期間 自 平成17年６月１日 平成17年７月14日 

                   至 平成17年６月30日 関東財務局長に提出 

 

              報告期間 自 平成17年７月１日 平成17年８月23日 

                   至 平成17年７月31日 関東財務局長に提出 

 

              報告期間 自 平成17年８月１日 平成17年９月15日 

                   至 平成17年８月31日 関東財務局長に提出 

 

              報告期間 自 平成17年９月１日 平成17年10月13日 

                   至 平成17年９月30日 関東財務局長に提出 

 

              報告期間 自 平成17年10月１日 平成17年11月14日 

                   至 平成17年10月31日 関東財務局長に提出 

 

              報告期間 自 平成17年11月１日 平成17年12月13日 

                   至 平成17年11月30日 関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成16年12月21日

株式会社 丸  井   

 取 締 役 会  御中  

 あ ず さ 監 査 法 人 

 
指定社員 
業務執行社員

 公認会計士 飯  塚     昇   ㊞ 

 
指定社員 
業務執行社員

 公認会計士 長  澤  正  浩    ㊞ 

 
指定社員 
業務執行社員

 公認会計士 木  村  弘  巳    ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社丸井の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につい

て中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、株式会社丸井及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成17年12月22日

株式会社 丸  井   

 取 締 役 会  御中  

 あ ず さ 監 査 法 人 

 
指定社員 
業務執行社員

 公認会計士 飯  塚     昇   ㊞ 

 
指定社員 
業務執行社員

 公認会計士 木  村  弘  巳    ㊞ 

 
指定社員 
業務執行社員

 公認会計士 齊  藤  文  男    ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社丸井の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につい

て中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、株式会社丸井及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会

計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表

を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成16年12月21日

株式会社 丸  井   

 取 締 役 会  御中  

 あ ず さ 監 査 法 人 

 
指定社員 
業務執行社員

 公認会計士 飯  塚     昇   ㊞ 

 
指定社員 
業務執行社員

 公認会計士 長  澤  正  浩    ㊞ 

 
指定社員 
業務執行社員

 公認会計士 木  村  弘  巳    ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社丸井の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第69期事業年度の中間会計期

間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及

び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、株式会社丸井の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成17年12月22日

株式会社 丸  井   

 取 締 役 会  御中  

 あ ず さ 監 査 法 人 

 
指定社員 
業務執行社員

 公認会計士 飯  塚     昇   ㊞ 

 
指定社員 
業務執行社員

 公認会計士 木  村  弘  巳    ㊞ 

 
指定社員 
業務執行社員

 公認会計士 齊  藤  文  男    ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社丸井の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第70期事業年度の中間会計期

間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及

び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、株式会社丸井の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間か

ら固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成してい

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

が別途保管しております。 
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